
 

  

河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 高津川直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 高津川水系直轄管理区間 島根県益田市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（5年）が経過している事業 

事  業  諸  元 
一般改修（堤防整備、河床掘削、堤防浸透対策） 

管理延長 高津川L=14.2km、高津川派川L=2.75km、匹見川L=1.03km、白上川L=2.0km 

事  業  期  間 
高津川直轄河川改修事業（整備期間30年）：平成20年度～令和19年度 

当面想定している事業（整備期間 5年） ：令和5年度～令和9年度 

総 事 業 費 (億円) 
（整備期間30年） 

（整備期間5年） 

約100 

約10 
残 事 業 費 (億円) （整備期間15年） 約41 

目 的 ・ 必 要 性 

高津川は、下流部に人口と資産の集中する益田市街地を控え、既往最大の昭和 47 年 7

月洪水、昭和 58 年 7月洪水、平成 9年 7 月洪水等により、過去、幾多の甚大な被害が発

生している。 

高津川では、戦後最大の被害をもたらした昭和 47 年 7 月洪水、既往 2 番目の被害をも

たらした昭和 18年 9月洪水が再び生じた場合、これを安全に流下できない箇所がある。

以上の状況より、再度災害防止の観点から、引き続き、高津川本川の堤防整備、河床掘

削、堤防浸透対策を進める必要がある。 

 

（洪水実績） 

・昭和47年7月洪水：家屋浸水戸数1,983戸、浸水面積1,254ha 

・昭和58年7月洪水：家屋浸水戸数  313戸、浸水面積  222ha 

・平成 9年7月洪水：家屋浸水戸数   25戸、浸水面積  123ha 

 

（災害発生時の影響：浸水想定区域内） 

  ○世 帯 数：約3,425 世帯 

  ○浸水面積：約  810 ha 

  ○重要な公共施設等：益田広域消防本部、 

ＪＲ山陰本線・山口線、益田港、 

            国道9号・191号、益田道路 

  ○要配慮者利用施設：益田市総合福祉センター等 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数 22世帯 （当面想定している事業 11 世帯） 

年平均浸水軽減面積 9ha （当面想定している事業 10ha） 

事業全体の投資効 

率性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 全体事業 総便益 193 総費用 108 1.8 85 7% R04 

残 事 業 総便益 213 総費用 28 7.7 186 77% R04 

感   度   分   析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10% ～-10%） 7.1 ～ 8.6 1.7 ～ 1.8 

残 工 期（+10% ～-10%） 7.4 ～ 8.0 1.8 ～ 1.9 

資    産（-10% ～+10%） 7.0 ～ 8.5 1.6 ～ 2.0 

当面の段階的な整備（R05～R09）：B/C=17.8 

事 業 の 効 果 等 

・下流区間（益田市街地）においては、計画高水流量 4,900m3/s（高角地点）に相当する

洪水が発生した場合でも、家屋の浸水被害の発生を防止できる。 

・上流区間においては、既往第2位の昭和18年9月洪水（神田：2,700m3/s）が発生した場合

でも、家屋の浸水被害の発生を防止できる。 

浸水世帯数 2,371世帯 ⇒ 49世帯 

浸水面積    575ha  ⇒ 114ha 

被 害 額     828億円 ⇒ 49億円 

参考資料－1



 

  

社会情勢等の変化 

＜地域状況＞ 

○高津川沿川は益田市街地が広がっており、人口・資産が集中している。 

○萩・石見空港、石見臨空ファクトリーパーク、益田地区国営農地開発事業を基盤とした

工業・農業等の振興が期待されている。 

○高津川水系では流域市町による「高津川水系治水砂防期成同盟会」、関係自治会による

「高津川・安全で安心できる地域づくりの会」が組織され、治水対策の促進を強く要望

している。 

 

＜事業に関わる地域の人口、資産等の変化＞ 

【氾濫区域内指標】 

○人 口  ：0.93倍（13,664 人 ／14,696 人 ）    〈H27／H22数値〉 

○世 帯 数 ：0.97倍（5,526 世帯 ／5,680 世帯 ）   〈   〃    〉 

○事 業 所 ：1.52倍（987 事業所 ／649事業所 ）    〈H26／H18数値〉 

○従 業 者 ：0.96倍  （7,647人 ／7,989人 ）        〈   〃   〉 

（出典）人口、世帯数：国勢調査（H22、H27） 

    事業所、従業者数：経済センサス（H18、H26） 

事業の進捗状況 

・平成 20 年 7 月 3 日に高津川水系河川整備計画【国管理区間】を策定し、河川整備計画

対象期間 30 年を目標に事業を遂行。 

・平成 27 年度までに奥田・大塚地区の築堤が完了。現在、下流の市街地区間の河床掘削

を事業中。 

事業の進捗の見込み 
・事業は順調に進捗しており、関係機関並びに地域との協力体制も構築されていることか

ら、今後も円滑な事業進捗が見込まれる。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

・新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等と調整し、河床掘削に伴う発生土の有

効利用等を図り、コスト縮減に努める。 

対 応 方 針(原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等の観点から、事業継続が妥当

である。 

・今後の詳細な設計や施工段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも

配慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

・令和３年３月に流域治水プロジェクトを策定し、新たな流域治水プロジェクトに基づき、

国、県、市町村、企業、住民など流域内のあらゆる関係者と協働し、地域の安全確保を

推進する。 

そ の 他 － 

 


































